
事業番号 474

　　　　　　　　　　　　　行政事業レビューシート　　　　(厚生労働省)

予算事業名 旧軍人遺族等恩給進達事務事業
事業開始

年度
昭和２８年度 作成責任者

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

旧陸海軍軍人軍属及びその遺族から提出される各種恩給請求書の内容を審査し､裁定庁である総務省人事・
恩給局に請求書類を進達する｡

担当部局庁 社会・援護局 担当課室 業務課 業務課長 平林茂人

会計区分 一般会計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

恩給給与細則（昭和２８年総理府令第６７号）
地方財政法第10条の４第９号

関係する計
画、通知等

―

上位政策 ―

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

旧陸海軍軍人軍属及びその遺族から都道府県を通じて提出される各種恩給請求書の内容を審査し､裁定庁で
ある総務省人事・恩給局に請求書類を進達するとともに、都道府県に対し恩給進達事務に関する指導を行って
いる｡

実施状況

・恩給請求書は､当初の受付から1.5か月以内に総務省に進達するよう事務処理に努めている｡
・毎年、都道府県担当者を対象に、恩給進達事務処理の促進のため、「恩給進達事務等に関する研修」を行っ
ている。（平成２１年度：６月２５日開催）
・恩給請求事務の参考とするため「恩給請求事務の概略」「恩給関係書式集」を作成し､都道府県に配布してい
る｡

予算の状況
（単位:百万円）

19年度 20年度 21年度 22年度

執行額

23年度要求

予算額(補正後） 67 63 62 60 51

執行率 96% 97% 96%

65 61 60

自
己
点
検

支出先・
使途の把
握水準・
状況

・恩給進達については､請求書の指導を都道府県に行いながら､裁定庁である総務省人事・恩給局に当初の受
付から１．５カ月以内に１００％進達しているところである。
・主な支出先の都道府県より、「援護費及び事務委託費の経理取扱要領」に基づき､各会計年度における決算
報告書を提出させ、支出内容を把握しているところである。

見直しの
余地

旧軍人遺族等恩給進達事務事業については､事業実績を踏まえて平成２３年度要求額を削減したが､本事業
の重要性と請求者の高齢化に鑑み、適切な対応及び早急な処理が求められていることから､進達事務の円滑
な処理を図る必要があり､引き続き所要の予算を計上する必要がある｡

予
算
監
視
・
効
率
化

チ
ー
ム
の
所
見

一部改善（執行状況を予算要求に反映）

予算と執行の乖離の要因等を精査し、予算の縮減を図る必要がある。

総事業費(執行ベース) 65 61 60

補
　
記



資金の流れ
(資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ

て補足する)
(単位:百万円)

厚生労働省

６０百万円

旧陸海軍軍人軍属及びその遺族から都道府県を経由して提

出される恩給請求書の内容を審査し、裁定庁である総務省・

人事恩給局に請求書類を進達する｡

Ａ 都道府県（４７件）

３９百万円

うち事務費 ２０百万円

【委託費】

Ｂ 日総ブレイン（株）

０．８百万円

恩給進達事務事業の事務補助

【一般競争入札】

1 北海道 １．６百万円

2 愛知県 １．３百万円

3 広島県 １．３百万円

4  福岡県 １．２百万円

5 新潟県 １．２百万円

6 兵庫県 １．２百万円

7  大阪府 １．２百万円

8 長野県 １．１百万円

9 静岡県 １．１百万円

10 東京都 １．０百万円

・旧軍人遺族等にかかわる恩給進達事務に必

要な経費

・未復員者その他旧軍人軍属の身上の処理に

必要な経費



職員旅費 0.2

庁費 1.4

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

参考人等旅費 0.01
都道府県から厚生労働省に対し恩
給請求書類を進達する際に要する
事務費

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出さ

れている者につ
いて記載する。
使途と費目の
双方で実情が
分かるように記

載）

A.  北海道 E.

計 1.6 計 0

B. 日総ブレイン（株） F.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

雑役務費
旧軍人遺族等恩給進達事務事業
の事務補助

0.8

計 0.8 計 0

C. G.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0 計 0


